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を行うことを示した。第 1 に，「基礎保障の導入過程」，第 2 に，「基礎保障の中身」，第 3
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【第 3章 国民基礎生活保障法にみる「能力活用の条件付き」給付】 


























【第 4章 国民基礎生活保障における「就労支援付き」給付の仕組み】 
 第 4 章では，「基礎保障の中身」分析として，条件付き給付の 2 つの側面のうち，「就労
支援付き」給付の側面に焦点をあて分析を行った。ここでは基礎保障における就労支援プ
ログラムであるといえる「自活事業」に焦点を置き，それがいかに展開されているのかに
ついて，プログラムの実施過程，すなわち条件付き受給者の決定，その条件付き受給者が
参加する自活事業の決定，参加する自活事業の内容から明らかにしている。 
 自活事業は，雇用センター（日本のハローワークにあたる）および基礎保障法上に示さ
れた地域自活センター（2018年現在 249か所）を中心にして実施されている。特に後者で
は，すぐに労働市場で働くことが難しい受給者を対象とし，その受給者それぞれの意欲や
能力および状況に合わせて，相談支援と職業訓練・職業体験や働く場の創出を行っており，
その際に，働くことを阻害する状況をいかに改善するか，働く意欲と能力をいかに高める
かということに焦点をおいて自活事業が実施されている。働く場に関しても，一般の労働
市場だけでなく，社会的に意味のある仕事を創出するなどしながら，労働強度や事業内容
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にバリエーションをおき，多様な対応が行われている。加えて，希望すれば，労働インセ
ンティブとなりうる資産形成支援も行われている。 
以上から，基礎保障の条件付き給付における「就労支援付き」給付は，受給者に対し，
個別のニーズ把握をはじめとした一連の就労支援プログラムを提供し，自立を支えていく
可能性をもつ仕組みであることを示した。 
 
【終章 国民基礎生活保障の含意】 
 終章では，「基礎保障の含意」分析として，以上での分析の内容を再整理し，それをふま
え，基礎保障における条件付き給付の実践的および政策論的な意味や意義そして限界と課
題を検討した。具体的には，条件付き給付の全体的な仕組みの意義と限界および課題，お
よび「福祉と労働の連携」政策からみる韓国の基礎保障のもつ政策的含意という 2 点から
検討した。 
 まず，条件付き給付の意義としては，最低生活保障に能力活用を条件付けたことにより，
その能力活用のための就労支援プログラムの提供を実質的に国家が担うことになり，就労
支援プログラムが体系的に展開され，また能力活用の場が多様化したことをあげ，この意
味において，「就労支援付き」給付の側面のもつ可能性を評価できるとした。次に，条件付
き給付の限界としては，妥協の産物として取り入れた条件付き給付の「能力活用の条件付
き」給付の側面によって，能力活用に同意しない場合は，制度対象から排除する仕組みと
なっており，支給開始という入り口および支給実施段階において，最低生活保障から漏れ
る者を生み，そのことが憲法に規定する生存権保障からの排除となっている点を指摘した。
以上をふまえて最後に，限界に対する課題としては，憲法で規定した生存権と基礎保障法
の関係を捉えなおし，憲法の生存権規定に従い，基礎保障法における制裁をともなう条件
付き給付の条項を改正すること，相談支援のさらなる充実と自活事業の多様化および個別
化を試みることの重要性を強調した。 
 また，「福祉と労働の連携」政策からみる韓国の基礎保障のもつ政策的含意について検討
した。「福祉と労働の連携」のあり方は理念的に大きく分けると，「就労義務強化」型と「雇
用可能性向上」型がある。それに照らしてみると，韓国の基礎保障は，受給者を単純に労
働市場に向かわせる「就労義務強化」ではなく，また同時に制度的手間をかけて「雇用可
能性向上」を図っているという特徴があるとした。それには，韓国が，福祉国家化に乗り
出したばかりで「福祉国家の黄金時代」を経験していないこと，そのため，戦後の「福祉
国家の黄金時代」のなかで社会保障制度の拡大を図ってきた西欧先進諸国がその縮小ある
いは抑制の過程で試みた「就労義務強化」を図ることはできず，「就労義務強化」意図を含
みながらも「雇用可能性向上」に重点を置くことになったという背景がある。ただし，経
済のグローバル化による労働市場の不安定化のなかで，その雇用の場として一般の労働市
場のみを想定することができず，多様な働く場を積極的に開拓し提供することがともなわ
ざるをえなかったことが重要である。そうしないかぎり，韓国では「就労義務強化」も「雇
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用可能性向上」も試みることができなかったといえる。以上をふまえ，そこに，「福祉と労
働の連携」の韓国特有の経験を見出すことができることを明らかにした。 
最後に，本研究の意義と今後の課題を述べ結びとした。 
